
対馬市中間前金払制度の事務処理について（運用） 
 
１．中間前金払とは 
工事の請負者が前金払を受けた後、発注者又は発注者の指定する者の認定を受け、かつ、 保証事業
会社と前払金の保証契約を締結し、その証書を発注者に寄託することにより請求できる前金払をいう。 
 
２．対象工事 
（１）公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規定に基づき登録を

受けた保証事業会社の保証に係る同法第２条の公共工事に要する経費 
（２）一件の請負金額が、１，０００万円以上である工事 
３．中間前金払の使用対象となる経費の範囲 
当該工事の材料費、労務費、機械器具の賃貸料、機械購入費（当該工事において償却される割合に

相当する額に限る）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当す

る額として必要な経費。 
 
４．中間前金払の割合 
  請負金額の１０分の２以内。ただし、中間前金払を支出した後の前金払の合計額が請負金額の１０分の

６を越えてはならない。 
 
５．中間前金払支払いの条件 
（１）工期の２分の１を経過していること。 
（２）（１）の時期までに実施すべき工事が行われており、かつ、工事の進捗率が請負代金額の２分の１以

上であること。 
 
６．中間前金払と既済部分払の選択 
（１）契約締結時に工期途中における請負代金の一部支払いについて、中間前金払又は既済部分払によ

り行うかを選択させ、約定しておくこと。 
（２）契約にあたり既済部分払をすることを選択した工事は、中間前金払を行わない。 
（３）既済部分払を当初に選択した場合でも、その後に中間前金払の請求に変更を申し出ることができる。

また、中間前金払を当初に選択した場合でも、その後に既済部分払の請求に変更を申し出ることができ

る。 
  ただし、既に中間前金払又は既済部分払を行った場合は変更することができない。 
 
６の２． 契約途中で中間前金払又は既済部分払の選択を変更する場合 
（１）請負者が中間前金払又は既済部分払の選択変更を申し出たい場合は、中間前金払・既済部分払の

変更申請書を提出させる。 
（２）請負者から中間前金払又は既済部分払の選択変更の申し出があった場合は、契約担任者は速やか

に契約変更を行うこと。 
 
７．認定の方法 
（１）請負者から中間前金払の支払いを受けたい旨の申し出があったときは、認定請求書に工事履行報告 
書を添えて契約担任者に提出させる。また、標準請負契約書第３条に基づき提出された工程表に変更



が生じている場合は、併せて変更後の工程表を提出させる。 
（２）請負者から中間前金払にかかる認定の請求があったときは、当該契約に係る工期の２分の１（債務負

担行為にあっては、当該年度の工事実施期間の２分の１）を経過し、かつ、おおむね工程表によりその

時期までに実施すべき工事が行われ、その進捗が金額面でも２分の１（債務負担行為にあっては、出来

高予定額の２分の１）以上であるかどうか調査する。 
（３）（２）の調査は、工事を担当する監督職員で行えるものとする。 
（４）契約担任者は、その結果が妥当と認めるときは、認定（調書）通知書を２部作成し１部を請負者に交付

し、他の１部を設計書に綴り保管する。 
（５）（４）の認定の結果通知は、請求を受けた日から７日以内に行わなければならない。  
（６）認定者（（２）の調査を行うもの）は、中間前金払をしようとする工事についてその進捗率を認定しようと

するときは、工事履行報告書により行うこととする。 
 
８．中間前金払をした工事については既済部分払ができることの特例 
（１）中間前金払をした工事が、請負金額の３分の２以上に相当する工事出来高（標準請負契約書第３８

条第１項の請負代金相当額をいう。以下同じ。）がある場合において、市の都合又は天候の不良等請負

人の責に帰することができない事由その他正当な事由により当該工事が、年度内に完成することができ

ず繰越が予想されるものについては、次の式により算定して得た額を既済部分払として行うことができる

こととする。 
算定方式 
既済部分払金額 ＝ 工事出来高金額 × （ ９／１０ － 前払金額／請負金額） － 中間前払金額 
（２）（１）の既済部分払を行うか否かについては、請負者と協議の上決定することとし、既済部分払を行う

場合にあっては、協議書により行うこととする。 
 
９．債務負担行為による特例 
（１）債務負担行為に係る契約分については、各会計年度の出来高予定額を対象として、中間前金払を

することができる。 
（２）中間前金払を選択した場合においても、債務負担行為に係る工事における各年度の出来高予定額

（最終年度に係るものを除く。）に係る当該年度末の出来高に対する部分払については、当該年度の出

来高に対して部分払をすることができる。 
（３）６．（３）は、各会計年度で判断する。 
 

10．標準請負契約書の条項等の削除の処理 
 （１）中間前金払を選択する場合は第３８条第１項空白部分に０を記入する。 
   中間前金払を選択しない場合は、第３７条を削除し、上段余白に第３７条削除とし、各自押印する。 

 （２）債務負担行為に係る契約において、中間前金払を選択する場合は第４３条第２項（A）を削除し、上段
余白に第４３条第２項（A）削除とし各自押印する。 

       中間前金払を選択しない場合は、１０（１）によるほか第４２条及び第 43条第２項（B）を削除し、上段余
白に第 42条及び第 43条第 2項（B）削除とし各自押印する。 

 
 
※適用  この運用は、平成２１年１月５日から適用する。      


